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1　緒 言

　昭和29年以来，粕屋演習林の経営分析（その一方法としての，財務分析）及び事業別の

原価計算（特に実際原価計算）を試み，遂次その結果（1×2）を報告してきた，而して，前者

に於て企図されたものは，演習林の全般的な経営笑態の把握であり，又それを通じて経営

合理化への指針を見出すことにあった．後者に於ては，更に損益分岐点を求めることによ

り，経営部門中より特に直営伐採專業，製炭嘉業に重点をおいて，事業改善性への検討を

試みて来た．

　然しながら，経営分析或は原価計算は，それぞれ独立した計理方式としてのみ存在する

のではなく，それらは経営が行う経営管理職能に包括されるものである．

　前報α）c2）に引続いて，更に第3報としての本報告をなすにあたり，本報告が，主として

標準原価計算に基いた原価差異の分析を内容とするものであって，前2報を含めて，われ

（1）青木，長田：演習林の経営分析（第工報）　九大演習林集報第7号．

②　青柳　　　：演習林の経営分析（第2報）　九大演習林集報第10号．
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われの報告活動の領域が，実際には「経営管理」にあることを確認しよう．ここでは，粕

屋演習林の製炭事業を対象として「経営管理」活動を展開する．

　本報告を作成するに当って，終始御指導，御教示を戴いた井上教授，さらには各種の便

宜を取計って戴いた大野演習林長及び粕屋演習林，演習林本部の職員各位に心からの感謝

の念を捧げるものである．

∬　経営案と製炭事業

　経営案は，林業経営に於る最：上位計画である．経営職能論の所謂「経営組成（Betriebs－

Organisierung）」職能をおう・ドき担い手とみることも原則的には可能であろう．この前提に

たって，経営組成と「経営管理」の関係を見ることとする．

　　§1．経営組織論よリ見た組成と管理の関係

　Tomus（3）は，給付分析に撃て広義の経営管理を経営組成（Betriebsorganisierung）と経営

処理（Betriebsleitung）及び狭義の「経営管理」（Betriebsverwaltung）Leこ細分した．これ

ら3者間の関係ないしは相違をみるに，第重に，組成及び処理が何れも計画的性質を持ち，

給付の執行に先行するものであるが，而も組成は給付，従って生産の基礎的計画を意味す

るのに対して，処理は組成によって計画せられた範囲内に於て，給付の開始に先き立って，

給付過程に対する命令を計画するものである点に於て両者は相違する．処理に当って，経

営組織の全部或は一部を変更しなければならないことを認めざるをえないようになったと

きは，ここに再び組成が登場することとな：るのである．経営案は，経営組成の任務を遂行

する過程に撃て生じた計画である．而して，近時経営処理をなすための計画法としては，

甲斐原ω民等によってアメリカ経営学的な新しい処理の方法が導入されつつある現状にあ

る．

　第2に，組成と管理との関係を考察すれば，前者は最初の一回だけの基礎的活動である

のに反して，管理は継続且つ反復的な経営現象である。これは恰かも，前者は軌道を敷設

し，後者はその上を進行するような関係にあると云えよう．

　第3に，処理と管理との関係をみるに，“管理は処理の補助者である”と云われるよう

に，処理職能を遂行するために必要とせられる執行的職務が管理であると云える．

以上述べた如くに，経営管理はそれのみの活動に止まらず，処理或は組成活動と絶えず

連繋を保つことにより，自らの実践的意義を強める．

　　§2．経営管理職能と標準原価計算

　われわれの云う経営管理とは，狭義のそれすなわち，執行的管理職能（中間管理職能）

であり，前後に於てもこれのみを問題として来たし，本報に於ても，この立場は変わらな

い．

　経営職能論的な経営管理職能は，作業の配合と保全とによって経営的全体の立場から経

営意志の執行を調整するところの確保の職能である．これを実施する為には，従って事前

の作業計画と事後の作業統制とを必要とする．すなわち，経営管理の肢体職能として内容

（3）　Walter　Tornus：Betriebs－verwaltung，　die．　Verwaltung　als　Leitungdes　Betriebes．

（4）甲斐原一朗：林業経営論入門．
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的には作業配合，及び作業保全の2職能を，また方法的には作業計画，及び作業統制の2

職能を挙げることが出来る，斯の如き管理職能の合理的遂行の為の基準としては，さらに

時聞と費用との2種を指定しなけ・ればならない．而も，時間的経営管理は，Taylof（5）によ

って主張された課業制度を修正し，発展させることによって可能であり，また，費用的経

営管理は，所謂標準原価計算（及び予算統制）の吟味と拡充とによって実現せられ得るも

のである，

　時聞的管理と費用的管理の両者は，もとより密接な関係を保たねばならない．時間的管

理が合理的に展開せられないときは，時間的管理が如何様に実施せられたとしても，経営

の合理性は必ずしも保証せられ得ない．原価計算の必要である所以は，つとに認識せられて

いるのであるが，それは，さらに一歩を進めて，「原価による管理」（management　through

cost）としての費用的管理にまで発展させなければならない．

　本報に於いては，費用的管理は如何様にしてなされるか，われわれは，第1に事前原価

計算によって経営活動に関する標準原価を計画，指定し，事後原価計算によって原価統制

をおこなうこととした。

　　§3．経営案に於る全経営と，部分経営としての製炭事業経営

　　　A　「製炭事業」の実質

　演習林で施行している主なる事業としては，直営伐採，育苗，製炭等の各事業が挙げら

れるが，特に製炭を研究対象として本i報告に於て選択したのは，前論に於て事業改善の余

地とその必要性とが最も強く打出されたが故である．演習林経営に於ては，経営案の：大綱

中に既に明かな如く，本来的な経営（die　lebendigo　Arbe／its・Sttitte　oder　dervon　Menschen

betriebenen：Betrieb）のみならず，（1）試験研究並びに教育実習の場を提供推進する為の

経営部分，（2）地元対策の為の経営部分をも包括している．斯の如くに一般的な観点から

見れば，その経営は特殊な形態をとるものであるが，本報告で取りあげた「製炭事業」な

るものは，第1に本来的な経営部分のみを内容とし，例えば学生実習の為の製炭は，これ

を含まない．このことを特に前もって明確にしておくこととする．第2に演習林施業は，

林地保安，薪植：，保育，伐採，運材等の従来からの所謂林業を主体としているものであり，

製炭そのものの全経営的な意義は，寧ろ天然生広葉樹林の早期整理を計ることのなかにあ

ると云えよう．

　このことは，本症の製炭：事業を極めて強く特徴づけるものである．然しながら，本知の

製炭嘉業の持つこの特質は，本来の経営部分としての製炭事業の取るべき経営的合理性追

求の必要性をいささかも妨げるものではない．この確認の後，吾々の管理活動の意義はさ

らに明確となるであろう．

　　　B．天然性広葉樹淋の早期整理計画

　天然生広葉樹林の早期整理と，これに連らなる林種転換計画の大要を経営案に求めてみ

ると，次の如くである．すなわち，

　a．対象広藁樹林の面積，蓄積その他は第1表の通りである．

　（5）　H．　Emerson：　Efuciency　as　a　Basis　for　Operation　and　Wages，　N．　Y．　1908．



6・1

第1表　　第一，第二皆伐用材林作下級の広葉樹林の面積，蓄積及び生長量表

令級i・iエi・障lw－lv刻剛計1単位
第
一
皆
用

第
二
琴
南

積
積
量

　
　
長

蛇
言
成

面　　　積
蓄　　　積

成長量

1．93 2．23

65
2．3

6，25

375
13．6

1，66

380
1L3

1．13

233
3，2

0
1
4

”
2
9
7

1．ss　［

2’521

3．9

4．73

931
23．5

20．62

3547
　8．3

13．42

935
23．0

28，71

5149
50　5

㎞
㎡
㎡

㎞
㎡
耐

（但し，クス人工林は含まない）

　　b．方　　　　針

方針1．将来樹種としては，広葉樹林を全く残存させない．30年内に跡地はスギ，ヒノ

キに職種：転換を行う．

　方針1．広葉樹林の高度利用の為，早期整理計画に於て処理せられる広葉樹材は，製炭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原木に充用する．
　　　　第2表収支予算表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c．

1数量（年問）金額（輔）

木炭売払代

木炭生産費

1052．6俵

lt

263．150円

189，468

　　　　製炭事業の収支予算

　直営製炭事業の収支予算は，その経

済的計画にほかならない．これについ

ては経営案第4章に於てふれられ，第

2表の如くになっている。

皿標準原価の決定
　標準原価計算の実施に必要な準備が完了すると，これにもとづいて標準原価を正しく決

定しなければならない．これの決定が不適当であると，標準原価計算は目的を十分に果す

ことが出来ない．標準原価計算そのものが，時として批難を被る一因は標準原価を正しく

定め得ないことから生ずる．製造原価，販売費，一般管理費等の標準はそれぞれ計算基礎

を異にし，製造原価標準に断ては直接費と間接費，または比例費と固定費，さらには逓減

費及び逓増費等は夫々その決定方法を異にする為に，この分類に従って標準原価の決定法

を取扱うのが通例である．

　　§1．材料費標準の決定

　材料費は，これを製品に直接賦課し得るか否かにもとづいて直接材料費と間接材料費と

に分け得る．間接材料費の標準は，これを製造間接費標準の設定にあたって説明するを以

って，ここでは直接材料費の標準設定法を説明するに止める．

　材料費標準の設定法には，2つの方法がある．

　a．：第　1　法

第1は，製品の製造高とこれに要する直接材料費との問に予め一定の比率を計算しておい

て，これを予算期聞の製造予定費に適用し，材料費標準を定める方法である．これは，「こ

の材料費は製品の製造高（操業度）の増減に比例して増減する原価である」という理由に

もとつくものである．然しながら，この方法は　（4）所要材料の構成及び材料価格の変ら

ない場合には理論的に正しい決定法であるのみならず，（ra）材料種類の多い経営において



65

は材料費標準の設定が簡単であるとXう利点をもつている．然し，前記の前提のぞなわら

ない場合には斯る方法によっては正しい材料費標準を設定することが出来ない為に，手続

はやや煩雑であるが材料価格標準と材料消費：量標準とを区別して材料費標準を定めなけれ

ばならない．

　材料費標準の決定に当っては，まず製造計画に定められた製晶を製造する上に必要な材

料の種類，品質，生産方法及び生産手毅を決定する．と云うのは材料の種類及び晶質によ

ってその価格及び消費量を異にするが為である．すなわち，良質の材料は不良な材料より

も価格は高いが消費：量が勘く，如何なる方法を取り，如何なる機械工具を使用するかによ

っても材料の消費量を異にするからである．

　　　材料消費堂の決定
　直接材料の消費量標準は晶晶一単位について定められる．七の材料消費量標準の決定に

は，2つの方法がある．　　　　　　　　　　　　　　　1

　（1）過去に於て製晶一単位を製造するに要した材料消費量の平均額または最低額を標

準消費量とする方法である．（NeunerC　6））

　（2）科学的方法によって各材料種類別に完成品一単位当りの理論的消費量と標準歩留

り率を計算し，前者を後者の歩留り率で除して完成晶一単位当りの材料種類別の標準消費

量を計算し，これに夫々の標準生産高を乗じて総標準消費量を計算する方法である．

　ここに完成品一単位当りの理論的消費量：とは，完成品一単位中に含まれるべき筈の各材

料の正味数量であり，製晶の実体を構成する材料である．標準歩留り率とは，最初に生産

過程に投下された材料の幾許が，完成毒中に含まるべき筈であるかを示す割合であり，こ

れが低ければ低い程完成晶の生産に要する材料消費量標準が増加する．材料消費量標準の

計算に当って，その理論的消費：量を標準歩留り率で除するのは，その一部が製造過程に於

る汚損，消散，蒸発，作業屑化，仕損の発生の為に無駄となるのが通例であるが，これら

の材料の消費と雄も完成晶を生産する為には如何に注意しても避け難いものである限り，

材料消費標準の設定にあたってはこれを考察しなければならないからである．

　これらの理論的消費：量及び標準歩留り率の決定には　（1）試作法，（2）工芸的分析法

の2法がある．さて完成晶一単位当りの標準材料歩留り率の計算は，完成晶が一個の生産

工程に於て生産される：場合には簡単であるが，数個の連続工程に於ては生産される場合に

はまず作業工程別の標準歩留り率を決定し，これを結合しなければならない．作業工程別

の標準歩留り率の算式は次ぎの通りである．

作業瑠騨鋼り＊一・・＝作ﾂi霧納期畿籍
作業工程別標準歩留り率は，各工程に逸る材料歩留り率であって，前工程に遮る歩留り率

とは無関係であり，完成品単位当り歩留り率計算の前提となるものである．これから完成

晶単位当り標準材料歩留り率を計算するには，次ぎの算式による．

懇繍簾課一講愚離畝の工勧累積耀捧
これを例示すれば「第3表」のとおりである．

（6）　Neuner：Cost　Accounting　Principlp．s　and　Practce，　Vol．　Z　1944．
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第3表　　完成晶車位当り標準材料歩留り率計算表

工程番号

9（最終工程）

8
7
6
5
4
・
3
2

1（最初の工程）

工二程別標準
　　　　　　　×歩留　り　率

次の工程の累積歩留り率
完成品蛍位当り
．歩留　り　率

　％
100

97

99

97

97

Q
O
n
7

Q
／
Q
ノ
98

95

×

×

×

×

×

×

×

×

X

一一一・”　＝　．100％
100．O％／E：一／m　97

　97　　　　　　　　　　　96

　　　一／　96　　　　　　　　　　　93．1

　　　／／　93．1　　　　　　　　　　　90，3

　90．3　　　　　　　　　　　88．5
　　　　　　一，♂一ノ

　　　／　88．5　　　　　　　　　　　87．6
　　　　　　　　一／　　　一／　87．6　　　　　　　　　　　85．8

　　　　　／一
　85．8　一’i－　　＝＝　815

　　　材料標準価格の決定

普通の標準原価計算の場合には，材料標準価格は予算期間内に於て達成し得る目標とな

る価格であるから，材料費標準の設定毎に市場状態にもとづいて，これを定めなければな

らない．市場状態は変動常なきものである為に，この標準価格の決定は相当困難である．

この標準価格の決定基準には，材料の取得価格と製晶販売時に理る時価の2つがある．普

通材料の標準価絡の決定基準となるのは，取得価格であるが，価絡決定基準となる標準原

価を計算する為には，後者の価格決定基準を使用せねばならぬ．標準取得価絡にも予算期

間に於る

　（1）予　定　価　格

　（2）獲得し得る最低取得価格

　（3）正常価格
の3種があるが，米国に於ては（2）を決定基準にすることが多い．一度決定した標準価格

は大きな価格変動の生じない限り，予算期間を通じて固定するのが通例である．然し，相

当大きな価格変動の生じた場合には，標準価柊の修正を必要とする．材料標準価格の範囲

は帳入価格と帳入副費込価格の何れを取っても差支えないが，実際原価計算に於る材料消

費価格と範囲を等しくしなければならない．と云うのは，これが異なると標準価格と実際

価格を比較しても価格能率を判断し得ないからである．

　以上の方法で，決定された製品一単位i当りの材料標準消費量に標準価格を乗じて単位当

りの標準材料費を決定し，これに予定生産量を乗じて予算期間に於る総標準材料費を計画

する．そしてこれを第4表の如き，「標準直接材料費明細表」に記入する．

　　§2．労務費標準の決定

　労務費もまた，これを直接労務費と間接労務費とに分類し得るが，ここでは前者の標準

決定法のみを説明する．これには2法がある．

　1）．第1は，製晶種類別に労務費標準を定める方法であって，Alford〔7）がとるのは概ね

（7）　Alford：Cost　and　Prod　uction　Handbook，　New　Yo　rk．　1939．
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第4表　標準直接材料費明細表
製　　品　　名（

予定生産：量（

　）

個） 標準材料費　　￥
材　　料　　品　　名

1番　　　号 名 称

100
101
102
103

A
B
C
D

製品一一単位当り

標準消費量

1
4
・
3
5

標準価格

8，00

50
1．00

20

製晶一単位当

り標準材料費

8．00

2，00

3．00

1．00

14．oo

これである．この方法では，①製造計画に定められた製図を製造するに要する作業の種類

を製品別に定める．

　　②製品一単位を製造するに要する標準作業量または標準時聞を作業種類別に定める．

　　⑧　作業種類別に標準作業量または標準時間一単位当りの標準賃率を定める．

　　④　製晶一単位当りの標準作業量または標準時間に標準賃率を乗じて，その労務費標

準を計算する．

　　⑤　i製品別に製品一単位当りの標準労務費に予定生産高を乗じて総労務費標準を計算：

する．この計算方法を例示すれば，次ぎの如くである．

但し，

（イ）製造計画に定められた製品の種類を甲，乙とし，甲製品の製造に要する作業を／，

・，ハ，乙製品の製造に要する作業をイ，ハ，＝，とする．

　．（・）　甲，乙両製品一単位を製造するに要する作業種類別の標準時間を「第5表」の通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りとする．
　　　　　　　　第　5　表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ハ）作業種類別の旧聞当り標準賃：

類
業
種

イ
ロ
ハ

標　　準　　時　　間

甲 乙

h
4
，
3
1
8

h
2

殉
」
つ
3

8

第　6　表

作麺類！標鞭率
イ

口

IN

1．oo

1．00

2，00

．tto

率を，「第6表」とする。

　（二）製晶一単位当りの標準労務費

は，「第7表」の通りである．

　（ホ）そうすると総労務費標準は，

「第8表」の通りとなる．

　2）第2の方法は，作業種類叉は職

場別に，作業量一単位または作業時間

当りの労務費標準を定め，これに一定

期間に出る一作業またe＃・一職場の総作

業量，または総作業時間を乗じて作業

種：類別または職場別の総労務費標準を

定める方法である．

　何れの方法をとるにしても，標準労

務費を決定する為には，労働給付消費

量標準と標準賃率の決定を必要とする，
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　　　労働給付消費量標準の決定

　標準作業時間の決定基準一労働給付

の消費：量は，これを作業時下で示すの

が通例である．

標準作業時間は，

　（1）過去の平均作業時間

　（2）過去の平均作業時間から，色

々の不規則な臨時的影響を除いて任意

的に定めた標準時間

　（3）　一流労務者の作業時間

　（4）試験作業の所要時問

　（5）科学的な時聞動作研究にもと

づいて定めた作業時間等に基いて定め

られる，

なお今日では，平均労務者を基準とし

て，時間動作研究に基いて，これを決

定することが強く要求されている．

第　7　表

製品　　　作業種類
名称1

甲

乙

イ
ロ
ハ

合計
イ
ハ
ニ

標準時間

バ
甲
3
噌
1

8

2
3
3

標準賃率t讐務難

100
100
200

400
300
200

900

100
200
co

oo
盾順

S
2
1
0
4
1合訓　8 920

第8表　総標準労務費計算表

り
費鵡

単
標

名贔製

甲
乙

900

920

予定生産：量

100

50

総標準
労務費
900．oo

460．00

　作業時間標準は，次ぎの順序で決定される．

（※この項はよくしられているので略記する。）

　（1）標準作業条件の決定

　　a）労務者の性別，　b）熟練：度，　c）作業場の位置，　d）通　　風

　　e）採　　　　光，　f）使用工具，　9）生産方法，　h）生産順序，

　2）標準作業時間の決定

　　（”i’）　標準基本時間の決定

　　　　a．標準製作時聞

　　　　b．標準整備時間
　　（Pt）標準余裕時間の決定

工程別に材料標準歩留り率を計算し，これとは関係なしに労働能率のみに関し理論的作

業時間（標準基：本時間）を基準として疲労性，生理的故障等を考慮して作業工程別に標準

労働歩留り率を計算する．その算式は，

作羅別鮮労働凝り率一 ｬ瑠繹毒繋講難斜子余裕醐

作業工程別の材料標準歩留り率と標準労働歩留り率を使って，次ぎの算式によって作業工

程別の真の標準労働歩留り率を計算する．

真の標準労働歩留り率＝標準材料歩留り率×標準労働歩留り率

　次に，この作業工程別の真の労働歩留り率を使って，次に掲げる「第9表」の算式によ

って製晶単位当り標準労働率歩留り率を計算する．

　（1）各作業工程別の理論的標準作業時間を当該工程の製品単価当り標準労働歩留り率

で除して，：夫々の工程に於る標準作業時間を計算し，
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第9表　製品単価当り標準労働歩留り表

工程番号

9
8
7
6
5
4
3
2
1

工程別材料標準

歩留　り　率

100
97
99
97
97
98
99
98
95

　工程別労働歩
　留り率
×（工程別材料歩留率を考慮せず）

7
7
5
7
7
6
7
7
7

9
9
9
9
9
9
9
9
9

　
　
　

　
　
蝶

霧
羅
97．0

94．1

94．1

94．1

94．1

94．1

94．1

96．0

92，2

　次の工程の累
×

　積歩留り率

97．0

91，3

85．9

80．8

76，0

71．5

67．3

64．6

　製品単価当

＝り労働歩留

　り　　率

97，0

91，3

85，9

80．8

76．0

71．5

67，3

64．6

59．6

　（2）　これに当該工程の一時間当り標準賃率を乗じて，各工程の製晶単価当り標準労務

費を計算し，

　（3）　これらを集計して，製晶単位当り標準労務費を求め，

　（4）　これに予定生産高を乗じて，総標準労務費を計算する．これを例示すれば「第10

表」の通りである．

　　　標準賃率の決定
　技術的標準原価計算に嘗ては，標準賃率を固定するが，普通の標準原価計算に於ては予

算期間内に支払われると思われる予定賃率を見積り，これを標準賃率とする．標準賃率の

決定と賃金支払形A4　＝標準賃率の決定法は賃金支払形態の如何によって異なっている．

①　日給または時間給の場合，個別原価計算を行う個別生産経営に於ては原則として，時

間研究の結果にもとづき各作業工程毎に工員の種類を定め，各々異なる標準時間賃率を決

定すべきである．というのは，この場合セこは通常各工程に於て各直接工によって行われる

作業は異なるからである．これに対して綜合原価計算を行う大量生産経営に於ては；各製

造部平群に加重平均法によって平均標準賃率を決定するのが有益である．と云うのは，こ

の場創こは，各工程に於る作業が変化しないために，斯る総括的賃率を使用しても大して

幣害がないのみならず，六つ原価計算の浪費を節約し得るからである，（Van　Sickle（s））

器与轟濃霧膿翻熱々論
旨製品別に標準作業時間及び標準賃率を決定すると，「部門別標準労務費表」及び「寸歩種

類別標準労務費明細表」を作成する．即ち．その一例を示すと，「第10表」及び「第11表」

のとおりである。

　　　第10表　部門別標準労務費表　　　　　　　第11表．甲製品標準労務費明細表

作業番号

1－1－oo

1－1－Ol

楼
間

計
時

問
日讐標調

業
称
作
名

イ

口

年
日O
I
”

．
月

S
4
．

500

300

標準賃率 磐

1．00

1．00

1

2

作業種非
業
号
作
番

イ
ロ
ハ
0
1
0

0
0
咽
1

1
1
1

－
雪
1
角
∠

標準作
業時間

4
，
3
1
一
8

標準
賃金

1．00

1．00

2．00

標　準
労務費

4，00

3．00

2．00

9．00

（8）　Van　sickle：

（g）　Kearsey；　Standard　Cost，　London，　1933．

（10）　Blocker　：　Varintion　from　Standard　Cost，　The　Cost　Acconnting　Vol．　18，　1939．
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　　§3．製造間接費標準の決定

　製造間接費標準の決定は，材料費，労務費標準の決定に比較して非常に困難である．

　製造間接費標準は，今日では一般に　（1）製i造部門または職場，（2）製品または製造

指図書の何れかについて決定される．後者の場合も，まつ職場別の製造間接費標準の決定

を必要とする．

　（A）職場別製造間接費標準の決定法

（1）　この製造問接費標準の設定は，原価部門の決定に始まる．標準原価計算に於ては，

原価部門を経営管理的見地から編成しなければならない．

　次ぎに，各職場の操業度を決定する．理想的標準間接費は理想操業度に於て発生すべき

筈の製造間接費であり，実際的標準間接費は予定操業度に於て発生すべき筈の製造間接費

である．それ故に，これらの標準製造間接費を計算する為には，まず理想操業度または予

定操業度を決定し，夫々の操業度に於て発生する筈の製造間接費を見積る．然るに製造間

接費は，種々なる原価種類からなっている為に，一個の操業度尺度によって測定した操業

度にもとづいて，各種の標準製造間接費を見積ることが困難な場合が少くない．

（3）各製造部門の理想操業度または予定操業度にもとづいて，各補助部門の操業度を予

定する．

（4）各操業度に於て，必要な各職場の標準製造聞接費を予定する．この見積法は，（1）

理想操業度に盗る標準製造面接費配賦率を使って機械的に見積る方法と　（2）各操業度毎

に一々その標準製造間接費を見積る方法とがある．前者は理想的標準製造間接費配賦率を

使用する方法であり，後者は実際見積法である．

　（1）理想的標準製造間接費配賦率法

　　（1）まつ理想操業度に於る標準製造間接費配賦率を計算する．この配賦率は，理想

操業度に於て発生すべき筈の配賦基準一単位当りの標準製造間接費であって，その計算手

続は次の通りである．

1（イ）各職場の理想操業度にもとづいて，まつ予算期間に護る職場個別費の標準発生額を

材料費，労務費，経費別に見積る．

この見積りは，過去に知る当該職場の製造間接費実際発生額にもとづき，将来節約し綻べ

き程度を考慮して行われる．叉この見積にあたり，後日実際原価との間の原価差額を分析

し，その責任を明らかにする為に，各職場の管理責任者たる職長が，これを管理しうるか

：否かの見地から管理可能費，非管理可能費に分類するのが有益である（Van　sickle〔s））・

叉固定間接費と変動間接費に分類することも広く行われている．（Block。rω）では，更に半

固定費が原価構成分として使用されている．）

（P）理想操業度に於て，直接各補助部門に賦課し得ない，共同的に発生する部門共通費

の標準額を材料費，労務費，経費別に見積り，次に標準部門共通費を適当な配賦基準によ

って関係部門に配賦して，補助部門の標準製造聞接費を決定する．この場合補助部門費の

原価管理の為には，これを管理可能費と非管理可能費に分つのが有益である。

（ハ）各補助部門費の標準発生額を夫々適当な配賦基準にもとづいて，製造部門または職

笏へ配賦する．この手続が終ると，全ての標準製造聞接費が，職場個別費及び部門共通費

については原価要素別に，補助部門費については補功部門費別に各職場に集計される．
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（＝）理想操業度に細る製造間接費配賦率（例えば，作業時間，』直接賃金等）の標準発生

額を見積り，これで上記の職場別理想的標準製造間接費を除して，理想的標準製造間接費

配賦率を求めうる．

（2）職場別に上記の理想的標準製造間接費配賦率に，年々の配賦基準の標準発生額を乗

ずると，年々理想的操業度に於る標準製造聞接費を計算しうる．

（3）叉，その年の配賦基準の実際発生額を乗じて実際操業度に於る標準製造間接費（実

際的標準間接費）を計算する．

（4）上記の理想的標準製造問接費と実際的標準聞接費との問の原価差額を操業度差異に

よる原価差額，実際的標準製造間接費との間の原価差額を作業能率を示す原価差額となす．

　（1）実際見積法によって作成した変動予算表を例示すれば，第12表の通りである．

第12表年次変動予算表
基　準・％i1・2・i3・剣5・16・17・IS・lg・li・・i　ii・［12・・13・

　
費
金
金
　
　
料
〃
理
捲
落
費
費
料

　
　
　
ン
　
が

　
料
賃
賃
、
　
修
補

　
　
係
係
接
電
燈

素
材
　
　
　
　
　
　
　
険
損
智
嚢

朧
接
長
料
晶
璽
．

諮
問
職
材
野
並
電
電
設
衆
議
仕
置
水

管

　
費
料
税
税

費
却
”
撒
”
租

能
二
重
屋

遺
物
濃
備
備

管
建
設
建
設
家
設
他

非

計
Ll’　．一

　　（B）．製晶別製造間接費標準の決定法

　製品別の標準製造間接費を計算するには，

（1）職場別の標準問接費配賦率を計算する．

（2）上記の率を用いて，製品一単位当りの標準製造間接費を計算するが，それには，2

法があり，第1法は標準製造間接費配賦率に製晶製造の為に発生すべき筈の配賦基準の標

準発生額（例えば，標準作業時間）を乗じて計算する方法である．この場合には，標準間

接費と笑際間接費との間の原価差額を，

（1）費　用差額
（2）操業度差額
（3）能　率　差　額

に分析し得る．
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第2法は，標準製i造間接費，配賦率に配賦基準の実際発生額（例えば，笑際作業時間）を

乗じて計算する方法である．この場合の原価差額は，これを費用差額と操業度差額に分析

し得るにすぎない．（SchlatterCiO’）

　　§4．製造標準原価表の作成

上述の手続を経て，標準製品原価を決定すると，これにもとづいて製晶毎に下掲「第13表」

の如き製品標準原価表を作成する、

　　　　　　　　第13表製品標準原価表
量数準標費

費
三
部
分
蔵
部
貯
入
は
買
叉

計合

標準価一 j1標準金額

直接材瀬陳準．数釧麟価副騨金額
A
B
C
D
合　　計

100
400
300
seo

8，00

．50

1．00

1，20

800．00

200．00

300．00

100．00

1，400．oo

直接労劇作業翻標藤間隙準解1騨金額
　
　
　
計

イ
ロ
ハ

合

400
300
100

1．00

1．00

2．00

400．00

300．00

200．00

900．oo

製造間韻部門名隊靴期間隙準配賦剃騨金額
合計1 r 800 1，80 1，440．00

総灘原価3・74・…蛍。笙産舗 be一’　37．40

　3，740．00

　　　　　　　　　　皿：製炭事業の原価管理

§1．直接材料費
　A　標準直接材料歩留り率の計算

篠工程別騨歩留り率一」�苑ﾋ響難1欝墨

　　　麟携當縷一森嶽購肇×下露耀

　　B．材料標準消費：量
　木炭1俵中の木炭の理論的数量15kg，完成品＝2032二二に，原木（燃材も入れる）標準

消費量は，

　15（kg）÷0．094×2032（俵）・＝324，300（kg）；1，070（石）

（11）　Schlatter：
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第14表　　完威木炭1俵当り標準材料歩留り率計箪表

工程
番号

2
ー
ム
0
0
／
8

¶
ニ
ー
■
－

7
・
6
5
4
3
∩
∠
－
義

工程種講購鈴難購一窮繁轟
　
書
入

　
納
等

し
搬
搬

出
運
運
河
し

庫
庫
庫

倉
鍋
倉
出

炭
炭
間

木
木
下
血
窯

100．0％　X

99　×
99　×
96　×
99　×

・鋤％　：

gg　：
94　＝＝

ユooo6

99
98
94
93

備　考

き焼炭
み
り
整
材
材
切

霧
雲
枢

擁
立
炭
炭
運
集
伐

10％粉炭1以上kg蛍位
2
Q
ノ
！
0
【
U
7
7
置
0
0

噌
1
Q
／
9
Q
／
Q
／
9
0
ノ

X
X
×
×
×
X
×

93
1ユ

11

1e．6

102
9．9

9．6

11

11

10．6

10．2

9．9

9．6

9．4

　（但し1石は303kg）

　立て込み量1石に対する出fi量　一一15÷0．11×303

　　　　　　　　　　　　　一一響一2．22（俵）

　　C．材料標準単価
　第1報における広葉樹最近3ケ年間（昭26～29年）の平均単価は，1石当り110円であ

り，便宜上これを用いる．

　　D．直接材料費差異
　直接材料費差異は，価格差異と物量差異に分析される．

　i）価格差異
　　購入価格×実際消費量

　一）標準価格×実際消費量

　　　材料価格差異
上式について価格差異を求めると，

　　一一）　110　×　1002

　　　　　壬⊥

ii）物量差異
　　　標準価格×i実際消費量

　一）標準価格×標準消費量

　　　材料物量差異
即ち，

　　￥　110　×　1，200

　一）　110　×　1．070

　　　　韮143001

　　E．材料物量差異の原因分析
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材料の消費量差額を生ずる原因となるもの1こは，（1）仕損品発生差額　（2）副産物発

生差額　（3）作業屑発生差額等がある．

　消費量差額　￥14，300を分析することにする．

　計　算　資　料

　標準価格　　￥　110

実際消費量　　1200石
標準消費量　　　1，070石

木炭2，032俵に対する原木標準消費量　1，070石

　　内　訳　　製晶標準含有量　　9．4％

　
　
｛
　　　　　　副産物（粉炭）標準i発生量：1個当り0．5265石

　　　　　　作業屑標準発生量　　　5％

　　　　　　減耗標準発生量　　8α2％

　仕損晶標準発生率，完成品個数に対する比率　　　1％

　完成晶実際生産高　　　2，032俵
仕損晶i実際発生高　　　 30俵

　副産物実際発生高　　　 70俵

　作業屑実際発生高　　　 60石
（1）仕損品発生差異による材料消費：量差額

　完成品生産量＋仕損晶標準発生量ゴ標準作業量：

　　2032十（2032×0．01）＝2052（俵）

　完成晶生産量＋仕損実際発生量一実際作業量

　　2032十30＝2062　（俵）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2062材料標準消費量×実際作業量

材料標準消費量×標準作業量：

　仕損晶の過大発生による材料消費量差異

　仕損品の発生差異による材料消費：量差額

（2）副産物発生差異による材料消費量差額

　材料標準消費量x副産物標準発生量：

　材料標準消費量×副産物実際発生量

　副産物発生高の減少による材料消費：量差額

　副産物発生差異による材料消費量差額

（3）作業屑発生差異による材料消費量差額

　作業屑実際発生量
　作業屑標準発生量
　作業屑の発生差異による材料消費量差額

（4）減耗高発生差異による材料消費量差額

　材料総消費量

　　　　　＝1085、8（石）1070　×
　　　2052

　　　2052　　　　　＝1080．5（石）1070×西32

　　　　　　　　5．3（石）

￥110×5．3＝￥580（石）

0．5265×　（100×　1．0147）＝53．4（石）

0．5265×70＝36、8（石）

　　　　　16，6（石）

￥　110　×　16．6　＝　￥　1，826

60（石）

1070×　1．0147×0．05＝54．3（石）

￥　110　×　5．7　一　￥　627

1200（石）
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一）完成晶及び仕損品のための実際消費量

一副産物のための実際消費量
一事業屑のための実際消費量

　
　
　
異
額

　
量
量
差
差

　
　
　
量
量

　
生
生
費
費

弾
発
発
糊
舗

生
　
　
材
材

発
際
準
焔
焔

際
実
標
に
に

実
の
の
韻
塞

高
　
　
生
生

耗
高
高
嶢
曉

減
耗
耗
高
高

　
　
耗
耗

　
減
減
減
減

一）105．6　x　1，0147　＝　107．15

一）O．5265　×　70　＝＝　36．8

　　　一一一　60

　　　994．45（石）

　994．45（石）

　1070×1．0147×O．802　＝　858、25（石）

　136，2（石）

　　　　　　　　　　　　　　　　　￥　110　×　136．2　一　￥　14，982

それゆえ，材料（原木）消費：量差額￥　14、300を次のように分析しうる．

仕損終発生差額
作業解発生差額
減耗高発生差額

一副産物発生差額
　材料消費量差額
f．材料差異の原因分析

￥　580

　　625
　14，982

￥　16，187

一一@1，826

￥　14，361　＝＝　14，300

これら各種の材料消費量：差額発生の原因を，それぞれ検討しよう．

1使用榊踵類・晶質の変更　　　　第1壊標準時間表
本心の製炭原木は，樹種的にはシデ，

タブ，アラカシ，ヤブニッケd（46　％）

：更にはカシ類（18％）等で構成されて

おり，樹種によって製炭歩留りが相当

異る．これがその一因であろう．

1　i製造方法の変：更

皿　製晶検査基準の変更

W計算の誤謬
　これは，達成目標たる消費量標準の

適正度に関係する．

V　労務者の熟練度の変化

雁業種騰（日）「備考
イ
ロ
ハ
ニ
ホ
ヘ
ト
チ
リ

ヌ

ノレ

材
亘
り
み
理
煉
炭
装
取
し
搬

造
壁
管
難
鑑

木
祓
材
て
入
輪
朧

伐
原
野
立
三
寸
出
俵
口
申
　
中
木

133．8

82．3

71．3

53．5

2工．4

16．5

53．5

81．3

21．6

40．1

13．5

8石／日1070石
13石／日1070石
15石／日1070石
20石／日1070石
50石／日1070石
64石／日1070石
20石／日1070石
25俵／日　2032俵

94俵／日2032俵

50俵／日2032俵

15俵／日2032俵

計
1　ss＆s’ n

　§2．労　務　費

　A・作業別標準工程及び

　　　標準労務費
　　　　i）労務費標準の決定

　B．労務費差異分析
われわれは，原価差額法により分析を行う．

平均標準賃率＝400円／1日
平均実際賃率＝345。8円／1日

支払労働日数＝620日

第16表　　 標　　準　　賃　　率

作業種際準時間

全　作　業 400円／日
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第17表　木炭総標準労賃

作　業　種

イ
ロ
ハ
ニ
ホ
ヘ
ト
チ
リ
ヌ
ル

総標準時間
　　（日）

133．8

82．3

71．3

53．5

21．4

16．5

53，5

81．3

21．6

40．1

13．5

標準賃率　　（円）

400
1’

：

；
1’

I
l

総標準労務費
　　（円）

53，520

32，920

28，520

21，400
8，560

6，600

21，400

32，520
8，640

16，040

5，400

ト美
百

588，8 235，520

（1儲麟2雛1二11691（円　　　2032（俵）））

実際作業N数＝600日
とすれば，

実際賃率×支払労働時間　　￥345．8×620　＝・　214，396

標準賃率×標準作業時間　　　400×588．8　・・　235，520

　　　　　労働費差額　　　　　一￥21，124

この労務費差額を，次の通りに分析する．

実際賃：率×支払労働時間　　￥345．8×620　＝＝　214，396

i実際賃：率×実際作業時間　　　345．8×600＝207，480

　　　　不働時間費
実際賃率×実際作業時間

標準賃率×実際作業時計

　　　　　賃率差額
標準賃：率×実際作業時間

標準賃率×標準作業時間

　　　　作業時間差額

　　C．

i）

　　　　　　￥　6，916

￥　345．8　×　600　＝　207，480

　400　＞c．r　600＝240，000

　　　　　一　￥　32．520

￥400　×600－240，000

　400　×　588．8　＝＝　235，520

　　　　　　￥　4，480×＠

　　　　差異原因の考察
　　不働時間差異は，￥6，916となっている．

その主要な原因となっているものは工程待ちであり，これは工程管理の不手際を表わすが，

工程管理の良否は標準原価制度に於ては，与件標準に含まれる．従って原価管理以前の問

題となる．

ii）賃率差異（一￥32．520）の原因は，結局，経済状勢を考慮した賃率の引下げの結果で

ある，即ち，標準賃率（￥　400／日）が実際賃率（韮345．8／日）を下まわるのが通常状態で

あるのに，ここでは逆に実際賃率は標準賃率すら満たさないものになっている．
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iii）作業時間差異（￥4，480）

　これは更に，作業の優秀度差異と作業速度差異とに分析される．この分析では，比率分

析法が比較性に於て，差額法より優れているので，以下比率法で分析する．

（但し，（1）木炭i実際生産高：2012俵，（2）仕損品標準発生率＝1　％，20俵，（3）標

…準作業高2032俵に対する標準作業時間：588．8H，（4）仕損晶i実際発生高：30俵，（5）

実際作業高2042俵に対する標準作業時間：591．7日，（6）実際作業時間：600日，（7）標

準賃率二400円ノ1　日

作業時駐鄭一眠灘臨戦標薬勝粟時間一一s6－so－s99－1・1・9・　（％）

作業搬雨月慧騰灘麦灘縫舗一悪謙一1…5（％）

作業時間差異率＝作業優良度×作業速度

作業速ffS　・一作業時間差丸山÷作業優良度

　　　　　　　　　一総総1・1・4（％）

これを総合すると，

　　　　　　　　　　標準

作業優良度　　 ］OO　％

作業速度　　　100％
作業時間差異事　　　　100％

実際作業優良度×標準作業速度

標準作業優良度×標準作業速度

仕損品発生高の増加による作業時間増加率

作業優良度差異による労務費差額

実際作業速度×実際作業優良度
標準作業速度×実際作業優良度

実績
100，5　％

101．4　％

100．S　×　101．4　一　1019　％

1．005　×　1　一＝　1．005

　1　×　1　＝＝　1．000

　　　0．005　＝＝　O，5　9．V

　　（￥　400　×　594．7）　×　O．005　＝　￥1，189．4　×・＠

1．014　×　1．oo5　一t　1．019

1．000　×　1．005　＝t　1．005

作業速度差異による労務費差額
原因1．仕事の不足，生産工程間の不一致により作業時間差異が発生している．

原因1．熟練を要する仕事を不熟練労務者がなしている場合が考えられる．

　§3．製造間接費
　　A．標準製造間接費の計算

　　　　　　　O．014

　　　　　　　＝＝　1．4　％

（￥　400　×　594．7）　×　O，014　＝一　￥　3330．3　X＠

第18表標準製造間接費表
間接費種類
　　　　　固定変項　　　目
　　　　　1動論

難　際　間　接　費

窯 窯・消却費 固 ￥400x6sx2×4＝￥　ls，133
　　　　（基）3（年）

標　準　間　接　費

￥coO×30×2×｝＝￥8，000

備　　飛

礫生俵
て

炭
3
2
し

木
2
0
い
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乱
離
柴
札

め
て

　
　
あ

炭
し
口
荷

俵
装

運
搬

保
管

木曳道補修
搬器ノ消却面

変
曜
変
堅

固
固

倉酬却費1固

料
費
費

二手
督
務

査検
監
事

変
固
固

￥18×co32＝￥36，576
　　　　￥　12．ooO
　　　　￥　10，000
　　　　￥　6，100

￥　15×　oo32　＝　￥　30，480

　　　　￥　12，000
￥400×21．6＝￥　8，640

　　　　￥　5，000

￥　27，300

￥　20，260　i

￥　25，000

￥　20，260

￥26，840×th＝￥　1，342

￥4×2032＝￥　8，128
　　　　￥　11，600
　　　　￥　2，470

￥　1，342

￥　8，128
iSf一　11，600

￥　2，470

0
　
屋

喩
傭

耐 【年

計
￥　ls3icog　1 魂62・1

固　定　費
変　動　費

小計
小計

￥　81，105

￥　72，800

￥6亀6721

￥6生2481

　　B．製造間接費差額の開析

製造間接費差額を下働生産設備費（idle　capacity）価格差額（Price　Variance）能率差額

（efficiency　Variance）ltこ分析する・（Dohr法）

　まつ

　（a）予定操業度に掌る標準製造間接費

　固定費　￥　68，672　　変動費　 ￥128，496
　　＊但し製炭労働の季節性からみても，現在の操業度の200％は操業可能であるので，

　第16表の標準製造聞接変動費を2倍とする・

　　　　　k26t，O，（Fg，；，　；，，i82，1－g－i，16，1，0，（N）］

　　　稼働生産設備から生じるi実際製造問接費　　il19，573

　ここでは生産設備の不仁から生ずる製造間接費差額は生産設備の利用程度に比例すると

仮定されている．

（2）製造間接費差額の計算

　（b）　予定操業度に於る標準設備運転時間　　　　1，200日

　（c）実際製造間接費韮153，909
　（d）実際設備運転時間　　600日
　（e）実際生産高に対する標準製造聞接費

　　　（不二生産設備費を除く）　　　　　￥98，584

　（f）i実際生産高に対する標準設備運転時間　　　588・8日

とすれば，

（1）不働生産設備費の計算

　　　製i造間接費実際発生額　　　￥153，909
　　　不働生産設備から生ずる固定間接費　　　　￥34，336

　　　　　1200（日）一600（日）＝600（日）

　　　　　6001ヨ　÷1200｝ヨ　＝0。5

　　　　　￥　68，672　×　O．5　＝　￥　34，336
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　　稼働生産設備から生ずる実際製造間接費　　　　￥　119，573

　　実i際生産高に対する標準製造間接費　　　　　98，584

　　製造間接費差額（総差額）　　￥20，989
（3）1能i率の計算
　能率＝実際設備運転時聞（d）÷実際生産高に対する標準設備運転時間（c）＝　600÷

588，8　一一　101．902　％

（4）価格差額と能率差額の計算

　実際製造間接費÷能率＝￥119，573÷101．902一￥　117，341

実際生産高に対する標準製造間接費　　　　98，584

　　　　　　　　価格差額　￥18，757
　総差額一価格差額￥　20，989　一一￥18，757＝￥2，232

　　　総差額　　　聖20，989
　　　倉旨　　　　　　　　　率一101．902％

　　　価：格能率＝￥117，341÷￥　98，584＝119．03

　　　C　製造聞接費差異の原因分析

　　　i）　操業度差異の原：因

　不働生産設備から生ずる固定間接費は￥34，336であった．

　その原因は

　（1）　製品需要の減少

　（2）製炭労働の季節性

　（3）　設備能力の過剰があげられる．

　　　ii）能率差異の原因

　（1）材料の浪費
　（2）労働作業の不能率

　（3）生産水準に応じて材料用役の使用を切詰めなかったためである．

　　　iii）価格差異の原因

　（1）原材料を購入する際の最良条件を利用しなかったため．

　（2）使用原材料のグレードの誤り．

　（3）使用労働のグレt・一一ドの誤り．

　（4）市場価格の変動

などによる．

v　結 論

　製炭事業に於ける製造原価を原価要素別に三分し，各々の標準原価との差額を見出し，

その差額を生じた原因を分析追究してみた．その結果を，次期の製炭計画のための経営指

針をたてるための根拠とする，差額の分析結果をその原因，及び経営詣針は次の通りであ

る．

1．材料費差額　　￥14，300
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額
額
額
額

皿
差
差
差

生
生
生
生

発
発
発
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損
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業
耗

仕
副
作
減

①
②
⑧
④

②，④はは差額発生の主要原因であるが，

と大であIP　，材料消費合理化はここから始められねばならぬ．

　
費
額
額

額
間
　
差

差
時
差
間

攣
率
鞘

労
不
賃
作

．
①
②
③

2

　ii　）

　iii）

3．製造間接費差額
①不働生産設備費
②価　　格　　差　　額

③生産能率差額
　　i）

　　￥　580
　一一￥　1，826

　　￥　627

　　￥　14，981

計￥14，300

　　　　　これらは共に炭化過程の技術的功拙に負うこ

　　一　｝r一　21，124

　　　￥　6，916

　　一　lfi5　32，520

　　　￥　4，480

・，r＝一一

P一　一￥21，124

i）製炭事業に於ける労務費面では，標i準日給￥400として￥32，520の黒字を出

　　している，

　　不働時間差額が比較的少額なることは，ユ：程開の処理手際のよさを示している．

　　作業優良度，作業速度はかなり良好である．

1　20，989

1E　34，336

董11：1：1｝計￥2qg89

　　　　不働生産設備費発生の主要因は，過剰設備能力，労働の季節性等である．

　以上の諸点は経営合理化上，特に注意すべきこ≧である．

　本報告は，製炭事業における経営管理を，原価管理即ち標準原価と実際原価との差額の

分析によってなし，更に発生差額の原因追求をなさんとしたものである．

　その結果として，次のことが判明した．材料消費状態は略々良好であること．製造間接

費には尚問題点を含む．時に僧門生産設備から生ずる固定聞接費の存在は，生産設備の利

用状態を再考する必要がある．これに反して労務費差額の分析結果は，経営合理化が労務

費面，特に賃率において限界に達していることを示す．

　
　
　
ト

考
　
　
　
　
ジ

　
　
　
セ

　
　
　
ろ
　
　
　
　
　
　
　
ウ

参　
　
　
イ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

謙
欝
林
胆
嚢
繍

　
　
　
　
　
　
ス
　
り
　
く
　

経
標
騨
経
上
灘
赤
綿
囎

丈　　献

隆
男
忍
一
7
朗
林
局
局
郎

轟
栄
…
一
繍
轟

　
　
　
　
原
属
営
営
・

利
本
井
川
憲
本
森
構

藻
松
今
古
N
甲
九
熊
青
青



81

　　　　　　演習林の経営分析（第2報）　　　　　　　　　青　柳　亜　良　汰

Walter　Tomus；　Betriebs－Verwaltung，　die　Verwaltung．　als　Leistung　des　Betrebes，　Stuttgart，

　　　　　　　　　　　　　1934．

Walter　Tornus；　Betrieb－Verwaltung．

Alford；　Cost　and　Production　Handbook，　New　York，1939．

Neuner；　Cost　Accounti　ng　Principles　and　Practice，　Vol．2，1944．

Mellerowinz；　Kosten　und　Kostenrechnung，　II，　1／s　ter　Teil，　1936．

Brown；　Variation　from　Standard　Cost，　The　Cest　Accounting　Vol．18，1939．

Kearsey；　Standard　Costs，　London，1933．



82

R6sum6

　　　　In　this　report，　the　chareoal　business　control　was　intended　by　means　of　the　cost

control，　which　means　the　analysis　of　variation．　s　between　the　current　standard　eosts

and　the　actual　costs，　with　the　cau／ses　inquired　into，　and　the　following　findings　were

made．

　　　　Consumption　of　the　direct　materials　was　fairly　good．　but　there　were　some　problems

ill　the血direct　production　costs，　E．specially，　it　must　be　reconsidered　how　well　the

fixed　equipment　is　utilized．　COntrarily，　the　result　of　analysis　of　the　difference　of

labour　costs　shows　that　the　limit　of　rationalization　in　labour　prices，　especially　in

wages，　has　been　reached．


